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１ 目的 

  本実施要領は、君津市立保育園及び認定こども園集金業務支援サービスを実施

するにあたり、安定的で機能的に優れたシステム運用ができる質の高い事業者を

公募型プロポーザル方式により選定するための手続等に関し、必要な事項を定め

たものである。 

 

２ 業務の概要 

 (1) 業務の名称 

   君津市立保育園及び認定こども園集金業務支援サービス業務委託  

 (2) 業務内容 

   別紙「君津市立保育園及び認定こども園集金業務支援サービス業務委託仕様

書」のとおり 

 (3) 契約期間 

   契約締結日の翌日から令和８年３月３１日まで 

 (4) 委託上限額 

１，１５９，０００円（消費税及び地方消費税含む）を上限とする。  

決済端末及びシステム導入経費、システム保守経費、及び想定される決済

手数料の全てを含むものとする。なお、この金額は契約時の予定価格を示

すものではなく、本事業の規模を示すものであることに留意すること。   

 

３ 選定方式 

  プレゼンテーション審査による公募型プロポーザル方式とする。 

 

４ プロポーザル参加資格要件 

  本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件の全てに該当する者とする。 

なお、参加者は、候補者決定までの間に、本要領に定める参加資格の要件を満

たさなくなった場合は、その参加資格を失うものとする。  

（1）君津市入札参加資格者名簿に登録されている事業者または候補者決定までの

間に登録される事業者であること。 

（2）君津市建設工事請負業者等指名停止措置要領（平成２０年３月１日制定）及び

君津市入札契約に係る暴力団対策措置要綱（平成２７年君津市告示第７３号）に
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よる指名停止措置を受託候補者の選定する日までに受けていない者  

（3）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のほか、

次の事項に該当しない者 

ア 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者又は受

託候補者を選定する前６か月以内に手形又は小切手を不渡りにした者  

イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用を申請した者で、同法に

基づく裁判所からの更生手続開始の決定がされていないもの  

ウ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用を申請した者で、同法に

基づく裁判所からの再生手続開始の決定がされていないもの  

(4) 情報セキュリティマネジメントシステム（ ISMS）の基準を満たす認証（ JISQ 

27001 又は ISO/IEC 27001）又はプライバシーマークの認証（JISQ15001）を取

得していること。 

 

５ スケジュール 

内 容  期間等  

公募の開始  

※実施要領等のＨＰへの公開  
令和７年８月１９日（火）から 

質問書の提出期限  令和７年８月２７日（水）午後５時まで 

質問書の回答  
令和７年９月 ２日（火） 

午後５時までに市ＨＰへ掲載 

公募型プロポーザル参加申込書兼参

加資格確認申請書等の提出期限  
令和７年９月１２日（金）必着 

企画提案書等の提出期限  令和７年９月１９日（金）必着 

プレゼンテーション審査の実施  

令和７年９月２５日（木）、２６日（金） 

※９月２５日（木）は参加事業者多数の場

合の予備日。 

結果の通知送付  令和７年１０月１日（水） 

契約  令和７年１０月上旬  

職員へ研修等による操作説明の実施  令和７年１２月末までに実施  

運用開始  令和８年１月１９日まで  

 

６ 参加方法等 

 (1) 参加申込書 

   本プロポーザルに参加を希望する者は、次のとおり提出書類一式を作成して

提出すること。 

  ア 受付期間 

    令和７年８月１９日（火）から令和７年９月１２日（金）まで 
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（持参する場合は、土曜日、日曜日及び祝日を除く開庁日の午前８時３

０分から午後５時１５分まで） 

  イ 提出書類 

   (ｱ) 公募型プロポーザル参加申込書兼参加資格確認申請書（第１号様式） 

   (ｲ) 誓約書（第３号様式） 

   (ｳ) 会社概要（第４号様式） 

   (ｴ) 導入実績（第５号様式） 

  ウ 提出方法及び提出先 

   (ｱ) 提出方法 

     窓口持込または郵送 

     （郵送の場合は記録の残る方法で令和７年９月１２日（金）必着） 

   (ｲ) 提出先 

     「１４ 問い合わせ及び提出先」のとおり 

  エ 注意事項 

    参加申込書受付後に辞退する場合は、必ず書面（プロポーザル辞退届

（第６号様式））により届け出ること。 

 (2) 質問の受付 

  ア 受付期間 

令和７年８月１９日（火）から令和７年８月２７日（水）午後５時まで 

  イ 提出方法及び提出先 

   (ｱ) 提出方法 

     質問書（第２号様式）に記入のうえ、電子メールで提出すること。そ

の際、電子メールの件名に「君津市立保育園及び認定こども園集金業務

支援サービス業務委託プロポーザル質問書」と記載すること。  

   (ｲ) 提出先 

     「１４ 問い合わせ及び提出先」のとおり 

  ウ 回答方法 

    提出された質問に対する回答は、令和７年９月２日（火）午後５時まで

に市のホームページに掲載する。 

 

 

 



- 4 - 

７ 企画提案書の作成について 

  本プロポーザルに参加する者（以下「企画提案者」という。）は、次のとおり提

出書類一式を作成して提出すること。提案数は１企画提案者につき１案に限る。  

 (1) 受付期間 

   令和７年８月１９日（火）から９月１９日（金）まで 

   （持参する場合は、土曜日、日曜日及び祝日を除く開庁日の午前８時３０分

から午後５時１５分まで） 

※参加申込書を提出後に提出すること。  

 (2) 提出方法及び提出先 

  ア 提出方法 

    窓口持込または郵送 

    （郵送の場合は記録の残る郵送方法で令和７年９月１９日（金）必着） 

  イ 提出先 

    「１４ 問い合わせ及び提出先及び連絡先」のとおり 

 (3) 提出書類 

  ア Ａ４サイズの任意様式とするが、「８の(7)評価基準」で示された項目ごと

に作成し、図表等にＡ３サイズを使用する場合は、折り畳んでＡ４サイズ

とすること。） 

  イ 提案内容については、仕様書の各項目について具体的に記載するとともに、

下記項目についても記載すること。 

   (ｱ) 計画工程 

   (ｲ) サポート体制 

   (ｳ) 受注者、管理者、保護者それぞれにおけるセキュリティ対策及び個人情

報の取り扱い体制 

   (ｴ) 決済方法及び月額利用料、決済手数料（決済方法種別や決済手数料に関

することなど） 

   (ｵ) その他提案に関するものなど（追加機能を提案する場合のみ） 

 (4) 提出部数 

   正本１部、副本１２部 
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８ 審査方法 

  市職員による審査委員会を設置し、企画提案書等の提出書類及びプレゼンテー

ションの内容を審査する。 

 (1) 審査方法 

   企画提案書等をもとにしたプレゼンテーション方式とし、「８の(7)評価基準」

に基づき審査する。 

 (2) 実施日 

   令和７年９月２５日（木）、２６日（金） 

   なお、開始時間は個別に連絡することとする。  

   ※９月２５日（木）は参加事業者多数の場合の予備日とする。 

 (3) 実施方法 

   提案内容に係るプレゼンテーション４０分以内、その後、提案に対する質疑

応答２０分程度行い、１企画提案者につき６０分程度とする。なお、実施時間

を経過した場合は、事務局の判断により途中であっても打ち切る場合がある。 

 (4) 出席者 

   本業務を担当する３名以内とする。 

 (5) プレゼンテーション等の注意事項 

  ア プレゼンテーションは企画提案者が提出した企画提案書又は企画提案書

に記載した内容をパワーポイント等にて表現したもののみとし、新たな内容

の資料配付や投影は認めない。ただし、企画提案書の内容を分かりやすく説

明するため、システムの画面などを投影しながらデモンストレーションを行

うことは可能とする。 

    参加者は必要であればプレゼンテーション用のデータが入ったパソコン

を持参すること。モニターは事務局が用意する。 

  イ 審査委員会は非公開とする。 

 (6) 審査の配点 

   審査は２００点満点とし、評価基準項目においてシステム（①、②、④）、

保守・サポート、体制及び実績（①）に対する提案（１２５点配点）を各審査

委員が審査し、システム（③）、指定代理収納業務、体制及び実績（②）、価格

（７５点配点）を事務局が審査する。 

   各審査委員が審査を行う項目に対する提案の評価は、各審査委員の評価点の

合計を出席している審査委員の人数で除した数字を評価点とし、事務局が審査
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する価格の評価点の合計を本審査の評価点とする。  

   なお、平均点に小数点以下の数値が生じた場合は、小数点以下第２位を四捨

五入する。 

 

 (7) 評価基準 

№ 項目 主な審査の着眼点 配点 

１ 
シス 

テム 

①機能 

円滑な請求等の処理及び、請求処理時間

の削減やミスの予防につながる機能を有

しているか。 

１５ 

②操作性 
保護者及び職員にとって、使いやすいも

のとなっているか。 
１５ 

③ 対 応 す

る 決 済 ブ

ランド 

クレジットカード、電子マネー、コード

決済において、本市が必須とするブラン

ドに加え、広く利用されていると想定さ

れるブランドが取り扱い可能であるか。  

１５ 

④ セ キ ュ

リ テ ィ 対

策 

知識認証、所有物認証、生体認証のうち

２要素の認証が求められる仕様となって

いるか。また、システムのセキュリティ

保全に資する技術的な措置を行っている

か。 

２０ 

２ 

指定代

理収納

業務 

市の負担とならない収納金の入金方法となっている

か。また、市における歳入予算を適切に管理できるも

のとなっているか。 

１５ 

３ 

保守・

サポー

ト 

導 入 時 の

サポート 

負担なく登録作業及び初期設定が可能

か。 
１５ 

キャッシュレス決済システムを使用する

職員に対する操作研修の内容は十分か。  
１５ 

導 入 後 の

サポート 

システムの利用にあたり、障害等が生じ

た際、迅速に対応可能なサポート体制が

整っているか。 

１５ 

導入するシステムは安定稼働が担保され

ているか。 
１５ 
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４ 
体制及

び実績 

① 実 施 体

制 

導入スケジュールは職員研修の期間も踏

まえ、適切か。 
１５ 

②実績 
保育施設において同様の事業の実施実績

は十分にあるか。 
１５ 

５ 価格 見積 

年間利用料は適切か。 

※下記条件下における年間利用料を算出

する。 

価格点＝（全提案価格のうち最低提案価

格/当該提案価格）×３０点 （小数点以

下四捨五入） 

見積条件 

年間 

決済 

料金 

１，８００万円 

（口座振替   ８５０万円） 

（口座振替以外 ９５０万円） 

決済 

回数 

５，５００回 

（口座振替   ２，６００回） 

（口座振替以外 ２，９００回） 
 

３０ 

合計 ２００ 

 

９ 契約候補者の選定 

 (1) 審査の評価点が最も高い者を契約候補者として選定し、次点提案を行った者

を次点候補者に選定する。なお、評価点満点（２００点）の６割（１２０点）

を最低基準点とし、契約候補者及び次点候補者はこの最低基準点を上回る得点

を得なければならない。 

 (2) 選定にあたり、評価点の最も高い者が同点で複数の場合は、審査委員の評価

点が高い者を選定する。 

 (3) 企画提案者が１者の場合でも審査を行い、審査の評価点が最低基準点（１２

０点）を上回った場合は、契約候補者として選定する。 
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10 審査結果の公表及び通知 

 (1) 選定結果は企画提案者全員に文書にて通知する。また、選定結果については、

市ホームページに掲載する。（候補者とならなかったものの名前については原

則、非公表とする。） 

 (2) 審査における経緯及び結果の異議申し立ては一切受け付けない。  

 

11 契約 

 (1) 審査に基づき決定した契約候補者と地方自治法施行令（昭和２２年政令第１

６号）第１６７条の２第１項第２号の規定により随意契約を行う。 

 (2) 契約は企画提案書及びプレゼンテーションの内容・価格等に準拠し、正式な

仕様書の調整を行った上で締結されるものとする。  

 (3) 契約候補者との契約が成立しない場合は、次点候補者と話し合いの上、随意

契約を行うものとする。 

 

12 事業者の失格 

  次のいずれかに該当する場合は失格とする。  

 (1) 提出書類に虚偽の記載があった場合。  

 (2) 参加資格を満たさなくなった場合。 

 (3) 提出期限を過ぎて提出された場合。 

 (4) 審査の透明性・公平性を害する行為があった場合。  

 (5) 前各号に定めるもののほか、提案にあたり信義に反する行為があったと認

められる場合。 

 

13 その他事項 

 (1) 本件に参加するために必要となる諸経費は、すべて企画提案者側の負担とす

る。 

 (2) 書類提出後の企画提案書等の修正又は変更は一切認めない。  

 (3) 提出された企画提案書等については返却しない。  

 (4) 提出された企画提案書等は、君津市が必要に応じて複製する場合がある。  

 (5) 情報開示請求があった場合は、君津市情報公開条例（平成１６年条例第１号）

等に基づき、企画提案書等を開示することがある。  

 (6) 提出された企画提案書等に関する著作権については、企画提案者に帰属する
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ものとする。ただし、契約候補者として選定された企画提案書等及び成果品の

著作権については、君津市に帰属するものとする。  

 (7) 本業務提案説明終了後も本件に係る守秘義務は継続するものとする。  

 (8) 君津市から提供した資料は参加に関わる検討以外で使用してはならない。  

 (9) 提出書類は日本語を用いるものとし、通貨は日本円とする。  

 (10)本実施要領に定めのない事項については競争性、公平性を考慮のうえ、適宜

君津市が判断するものとする。 

 

14 問い合わせ及び提出先 

  〒２９９－１１９２ 

  君津市久保２丁目１３番１号 

  君津市健康こども部保育課 施設係（市役所２階） 

  担 当 髙田・吉澤 

  電 話 ０４３９－５６－１５２８ 

  Ｆ Ａ Ｘ ０４３９－５６－１６２９ 

  Ｅメール hoiku@city.kimitsu.lg.jp 


